
  

 

令和３年 №13 

○東京学芸大学大学院教育学研究科規程等の一部を改正する規程の制定 

 

改正理由 

教職大学院において，新たに教職大学院履修登録プログラムを実施すること及び履修手続の見直

しに伴い，所要の改正を行うものである。 

 

承認経過 

 令和３年２月24日 教育研究評議会 審議・承認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



東京学芸大学大学院教育学研究科規程等の一部を改正する規程を次のように制定する。 

 

  令和３年２月25日 

                  国立大学法人東京学芸大学長 

                          國 分  充 

 

令和３年規程第８号 

東京学芸大学大学院教育学研究科規程等の一部を改正する規程 

  

 次に掲げる規程の一部について，別紙新旧対照表の右欄を，左欄のように改正する。 

 

（1）東京学芸大学大学院教育学研究科規程（平成８年規程第13号） 

（2）東京学芸大学大学院教育学研究科科目等履修生規程（平成６年規程第18号） 

 

 

 

  



東京学芸大学大学院教育学研究科規程の一部改正について 

 

   改正理由：教職大学院において，新たに教職大学院履修登録プログラムを実施すること及び履修手続の見直しに伴い，所要の改正を行うものである。 

改         正 現         行 

 

    〔省略〕 

 

 （履修科目の登録） 

第６条 学生は，指導教員の指導に基づき，当該学年内に履修しようとする授業科

目を，所定の手続により登録しなければならない。 

 

 （単位） 

第７条 単位に関して必要な事項は，別に定める。 

 

 

〔省略〕 

 

（教職大学院１年履修プログラム） 

第９条 大学院学則第10条第２項に規定する履修上の区分を，「教職大学院１年履

修プログラム」と称する。 

２ 教職大学院１年履修プログラムは，大学院学則第18条第２項の規定により，教

職専門実習10単位のうち８単位を修得したものとみなされた学生を対象とする。 

 （履修登録プログラム） 

第９条の２ 教職大学院に，現職教員の資質の向上に資することを目的として，履

修登録プログラムを置く。 

２ 履修登録プログラムは，教育委員会が行う現職教員研修参加者及び教員免許状

更新講習受講者を対象とする。 

３ 履修登録プログラムに関し必要な事項は，別に定める。 

 

   〔省略〕 

 

   附 則 

この規程は，令和３年４月１日から施行する。 

 

 

    〔省略〕 

 

 （履修科目の届出） 

第６条 学生は，指導教員の指導に基づき，当該学年内に履修しようとする授業科

目を，所定の様式により研究科長に届けなければならない。 

 

 （単位修得の認定） 

第７条 単位修得の認定は，学期末又は学年末に筆記試験又は研究報告等に基づき 

 これを行う。 

 

〔省略〕 

 

（教職大学院１年履修プログラム） 

第９条 大学院学則第10条第２項に規定する履修上の区分を，「教職大学院１年履

修プログラム」と称する。 

２ 教職大学院１年履修プログラムは，大学院学則第18条第２項の規定により，教

職専門実習10単位のうち８単位を修得したものとみなされた学生を対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

    〔省略〕 

 

  



東京学芸大学大学院教育学研究科科目等履修生規程の一部改正について 

 

   改正理由：教職大学院において，新たに教職大学院履修登録プログラムを実施することに伴い，所要の改正を行うものである。 

改         正 現         行 

 

    〔省略〕 

 

（入学資格） 

第２条 科目等履修生として入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該

当する者とする。 

 (1) 大学を卒業した者 

 (2) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第102条の規定により大学を卒業した

者と同等以上の学力があると認められた者 

 (3) 本学学部４年次に在籍する者で，所定の単位を優秀な成績で修得したと教育

学研究科において認められたもの 

(4) その他大学を卒業した者と同等以上の学力があると教育学研究科において認

められた者 

（入学の出願） 

第３条 科目等履修生として入学を志願する者は，次の各号に掲げる書類に検定料を

添え，指定の期日までに提出しなければならない。 

  (1) 願書・履歴書 

  (2) 卒業・修了（見込み）証明書 

  (3) 最終出身学校の成績証明書 

  (4) その他本学が必要と認める書類 

２ 日本国籍を有しない者にあっては，前項に定めるもののほか，次の各号に掲げる

書類を提出するものとする。 

  (1) 住民票（市・区役所で発行。国籍，在留資格及び期間が記載されたもの。） 

  (2) 科目等履修生調書 

３ 第８条第２項各号に規定する者が科目等履修生を願い出る場合は，第１項第２号

及び第３号に掲げる書類の提出を要しない。 

 

  〔省略〕 

 

（入学の許可） 

第５条 前条の結果に基づき合格の通知を受けた者は，指定の期日までに所定の書

類を提出するとともに，入学料を納付しなければならない。 

２ 学長は，前項の手続を完了した者に入学を許可する。 

 

    〔省略〕 

 

（入学資格） 

第２条 科目等履修生として入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該

当する者とする。 

 (1) 大学を卒業した者 

 (2) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第102条の規定により大学を卒業した

者と同等以上の学力があると認められた者 

 (3) 本学学部４年次に在籍する者で，所定の単位を優秀な成績で修得したと教育

学研究科において認められたもの 

(4) その他大学を卒業した者と同等以上の学力があると教育学研究科において認

められた者 

（入学の出願） 

第３条 科目等履修生として入学を志願する者は，次の各号に掲げる書類に検定料を

添え，指定の期日までに提出しなければならない。 

  (1) 願書・履歴書 

  (2) 卒業・修了（見込み）証明書 

  (3) 最終出身学校の成績証明書 

  (4) その他本学が必要と認める書類 

２ 日本国籍を有しない者にあっては，前項に定めるもののほか，次の各号に掲げる

書類を提出するものとする。 

  (1) 住民票（市・区役所で発行。国籍，在留資格及び期間が記載されたもの。） 

  (2) 科目等履修生調書 

３ 本学学部学生が科目等履修生を願い出る場合は，第１項第２号及び第３号に掲げ

る書類の提出を要しない。 

 

  〔省略〕 

 

（入学の許可） 

第５条 前条の結果に基づき合格の通知を受けた者は，指定の期日までに入学料を

納付しなければならない。 

２ 学長は，前項の手続を完了した者に入学を許可する。 



（入学時期） 

第６条 科目等履修生の入学時期は，４月又は10月とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，教職大学院における履修登録プログラム（以下「履

修登録プログラム」という。）登録者が科目等履修生となる場合の入学時期は，

前条の手続が完了した日の属する月とする。 

  （履修期間） 

第７条 科目等履修生の履修期間は，１年以内とし，当該年度末までとする。ただ

し，履修を継続する必要があるときは，許可を受けて１年以内に限りこれを延長

することができる。 

  （検定料，入学料及び授業料） 

第８条 検定料，入学料及び授業料の額は，別に定めるところによる。 

２ 次の各号のいずれかに該当する者が入学する場合は，検定料，入学料及び授業料

は徴収しない。 

  (1) 第２条第３号に規定する本学学生 

  (2) 履修登録プログラム登録者 

 

   〔省略〕 

 

   附 則 

この規程は，令和３年４月１日から施行する。 

 

  （入学時期） 

第６条 科目等履修生の入学時期は，４月又は10月とする。 

 

 

 

 （履修期間） 

第７条 科目等履修生の履修期間は，６月以上１年以内とする。ただし，履修を継

続する必要があるときは，許可を受けて１年以内に限りこれを延長することがで

きる。 

  （授業料等の額） 

第８条 検定料，入学料及び授業料の額は，別に定めるところによる。 

２ 第２条第３号により入学する者の検定料，入学料及び授業料は徴収しない。 

 

 

 

 

   〔省略〕 

 

 


